
長計審④資料２ 

(1)現基本計画の施策の主要成果 
（「板橋区基本計画の達成状況と課題」 P15～16参照） 

(2)社会環境の変化、国・都の動向等 
（「行政基礎資料」 P62～68参照） 

(3)区民の意識意向等 (4)論点（「あるべき姿」と今後の「施策のあり方」） 

 

個別目標Ⅱ－２ 産業が発展するまち  

■施策の方向＿板橋の特性を生かした魅力ある商業の振興 

 □施策＿商業の活性化の促進 
  ○空き店舗ルネッサンス事業の実施 
  ○協働体制の確立による地域商店街の活性化 
   ・商店街振興事業の実施 
   ・地域連携型モデル商店街事業の実施 
  ○板橋いっぴん事業の実施71品 
   （平成26年４月17日現在） 
  ○朝市支援事業 
 □施策＿個性ある商店街づくり 
  ○商店街にぎわい再生プロジェクトによる商店街振興の 
    推進（事業実施６商店街） 
  ○ショッピングロード整備による魅力ある買い物空間の 
    創出（整備２地区） 

 
○先進国の実質GDP成長率は、2008年の世界経済 
 危機から回復の兆しが見られるものの、依然と 
 して先行きの不透明感がぬぐえない状況にある。 
  (図表１) 
○量販店やネット通販など競合する他業態の台頭、 
 高齢化による跡継ぎ問題などにより、近年商店 
 街の衰退が続いている。(図表２) 
○他方で、「地域コミュニティの担い手」として、 
 商店街の有する地域社会に密着した役割・機能 
 に注目が集まっており、平成21年には地域商店 
 街活性化法が制定されている。(図表３) 
○板橋区内の小売店の店舗数・年間販売額は減少 
 傾向にある。(図表４) 
○板橋区内の商店街数は近年変化がないものの、 
 商連加盟店舗は減少傾向にある。(図表５) 
 

 
【区民意識意向調査】 
○魅力ある商店街 
 ・相対満足度4.90% 
 （全項目平均15.75%） 
 ・改善度-0.08 
 （全項目平均0.04） 
 ・重点的に力を入れるべき分野 
 （第18位）9.1% 
   
【区民検討会】 
○明るい商店街の推進 
○シャッター商店街の活用 
○商店街閉店スペースの活用 

魅力的で個性ある商店街が形成され 
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【図表１ 地域別の実質GDP成長率の推移と見通し】 

出所）経済産業省「通商白書2013」 
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【図表5 板橋区における商店街数・商連加盟店舗数の推移】 

出所）板橋区資料より作成 

【図表３ 地域商店街活性化法の概要】 

出所）中小企業庁ウェブサイト 

       《地域別の実質GDP成長率の推移》                 《地域別の実質GDP成長率の見通し》 
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（件） 【図表２  東京都内の商店街数の推移(島嶼部を除く）】 

出所）東京都産業労働局「東京都商店街実態調査報告書」（平成25年度） 
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出所）経済産業省「商業統計」（平成9，11，14，16，19年） 
   及び総務省「経済センサス」（平成24年）より作成 

【図表４ 板橋区における小売店舗数・年間販売額の推移】 
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長計審④資料２ 

(1)現基本計画の施策の主要成果 
（「板橋区基本計画の達成状況と課題」 P15～18参照） 

(2)社会環境の変化、国・都の動向等 
（「行政基礎資料」 P62～68参照） 

(3)区民の意識意向等 (4)論点（「あるべき姿」と今後の「施策のあり方」） 

 

個別目標Ⅱ－２ 産業が発展するまち  

■施策の方向＿生活環境と調和した地域工業の振興 

 □施策＿生産環境の向上 
  ○高付加価値型産業の創出による、産業集積の維持・発展の促進 
 □施策＿ものづくり産業における技能･技術の継承支援 
  ○開発費の助成や技術アドバイザー派遣による新製品・新技術開 
    発の支援 
■施策の方向＿環境変化に対応する中小企業の経営支援 

 □施策＿中小企業の経営基盤の強化 
  ○区内中小企業への産業融資のあっ旋と利子補給(図表６) 
  ○中小企業診断士による経営相談及び経営改善や創業支援 
 □施策＿企業間ネットワークの推進 
  ○企業情報交流会、ビジネス・ネット等の開催による受発注機会の 
    拡大、企業間ネットワークの構築及び情報交換の場の提供 
個別目標Ⅱ－３ 地域資源を生かした新たな産業を創造するまち 

■施策の方向＿社会ニーズに対応した新産業の創出支援 

 □施策＿創業・起業の支援 
  ○企業活性化センターによる、創業支援・経営支援の実施(図表７) 
  □施策＿産業情報の発信 
  ○いたばし産業見本市の実施による、ビジネスチャンスの拡大及び 
       地域産業の振興 
  ○「板橋オプトフォーラム（ＩＯＦ）」の開催   
  ○「ＯＰＩＥ２０１４」に板橋区ブースを出展  
  ○「ＯＤＦ2014板橋大会」の開催 
  ○「板橋産業ブランド戦略会議」の設置 
  □施策＿産学公の連携と異業種交流の促進 
  ○ものづくり夜間大学校及びＫＩＣＣプロジェクトの実施 
  ○理化学研究所との共同研究及び宇都宮大学との連携 
 

 
○我が国の製造業は、アジア諸国との価格競争 
 などにより、世界の製造業の付加価値に占め 
 るシェアが低下している。(図表８) 
○アジア太平洋地域における広域経済連携の強 
 化に向けた取り組みの進展 
○中小企業・小規模事業者の景況DI（企業の景 
 況感を表す指数）は、1994年と同程度の19年 
 ぶりの高い水準であり、景況感の着実な改善 
 が見られる。(図表９) 
○板橋区内の製造業の事業所数・従業者数・製 
 造品出荷額等は減少傾向にある。(図表10) 
○板橋区は他区に比べて従業員規模の小さな事 
 業所が多く立地する傾向にある。(図表11) 
○板橋区の新規創業事業所数は、国内経済不振 
 の影響を受け、減少している。 
○近年、中小企業経営者の高齢化が進展してお 
 り、日本経済を支える中小企業の雇用や技術 
 の喪失という視点から、事業承継問題が注目 
 されている。(図表12･13) 
○日本経済再生に向けた新たな成長戦略として、
「日本再興戦略」が平成25年６月に閣議決定 

 した。(図表14) 
 このほか、産業構造審議会では、今後の新成 
 長分野として、ヘルスケア産業、新たなエネ 
 ルギー産業、クリエイティブ産業、先端産業 
 の４つが示されている。 
○平成25年12月に産業の国際競争力の強化や国 
 際的な経済活動の拠点形成などを目的とする 
 国家戦略特別区域法が制定された。 

 
【区民意識意向調査】 
○活力ある工業 
 ・相対満足度-9.20% 
 （全項目平均15.75%） 
 ・改善度-0.06 
 （全項目平均0.04） 
○新産業創出 
 ・相対満足度-16.90% 
 （全項目平均15.75%） 
 ・改善度-0.24 
 （全項目平均0.04） 
 

 高い技術力に支えられた中小企業 

 の経営が安定し「ものづくり」をはじ 

 めとする地域工業が発展するまち 

企業競争力の強化 

 企業経営の安定化の促進 

創業しやすい環境の創出 
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立地継続の推進による 
産業集積の維持 

新規立地の促進による 
高付加価値型産業の集積 

                                                                 
                     

                                           （金額：千円）                                                 

  21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

産業融資貸付件数 1,433 855 1,265 1,041 1,256 

産業融資貸付額 9,902,460 7,058,050 9,857,080 9,797,064 11,690,440 

利子補給額 223,535 236,819 178,689 132,055 128,763 

出所）板橋区資料より作成 

【図表６  産業融資貸付実績及び利子補給実績】 

出所）板橋区資料より作成 
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【図表７  創業支援ネットワーク 及び 経営改善相談窓口 相談件数】 

（件） 

【図表８ 世界の製造業の付加価値に占める各国のシェア】 

（2000年時点の米国ドル換算） 

出所）経済産業省、厚生労働省、文部科学省「2012年版ものづ 
   くり白書」（平成24年６月） 
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【図表11  従業者規模別事業所数（区及び特別区平均）】 

出所）東京都「平成２１年経済センサス‐基礎調査  
   東京都結果報告」より作成 

【図表14 日本再興戦略の概要】 

出所）首相官邸 日本経済再生本部 

政策分野別課題の検討②（産業・観光分野） 

出所）中小企業庁「中小企業白書（2014年版）」 

【図表９  中小企業・小規模事業者の業況判断DI の推移（長期）】 

【図表12  規模別・事業承継時期別の経営者の引退年齢の推移】 

出所）中小企業庁「中小企業白書（2013年版）」 

出所）中小企業庁「中小企業白書（2013年版）」 

【図表13  規模別・事業承継時期別の現経営者と先代経営者の関係】 
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出所）経済産業省「工業統計」（平成12～22年）及び総務省「経済センサス」 
  （平成23年）より作成 

【図表10  板橋区における製造業事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移】 
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(1)現基本計画の施策の主要成果 
（「板橋区基本計画の達成状況と課題」 P15～16参照） 

(2)社会環境の変化、国・都の動向等 
（「行政基礎資料」 P68～70参照） 

(3)区民の意識意向等 (4)論点（「あるべき姿」と今後の「施策のあり方」） 

個別目標Ⅱ－２ 産業が発展するまち  

■施策の方向＿都市にふさわしい農業の振興 

 □施策＿都市型農業の振興 
  ○区内農業者への施設等整備費助成 
  ○板橋農業まつりの開催 
   ※観客数：延べ79,000人（平成25年度） 
  ○さつきフェスティバルの開催 
   ※入場者数：9,000人（平成25年度） 
  ○小規模農地生産力増強事業の実施 
 □施策＿農地の活用 
  ○区民農園の運営（平成25年度） 
   ・農園数：41園  ・区画数：2,237区画 
   ・面積：33,795㎡ 
  ○板橋ふれあい農園の運営(加入農家数：68戸) 
   ・学校給食用区内産野菜供給 
   ・新春七草がゆの集い 
    ※参加者：1,000人（平成25年度） 

○全国の耕地面積は、近年横ばいで推移して 
 いる。(図表15) 
 
○板橋区の経営耕作面積は、近年逓減を続け 
 ており、生産農家数については、減少傾向 
 となっている。(図表16) 
 
○板橋区は1,729ａの経営耕地面積を有して 
 おり、その面積は、特別区の中で７番目 
 となっている。(図表17) 
 
 
 

【区民意識意向調査】 
○農地の保全・活用 
 ・相対満足度-15.00% 
 （全項目平均15.75%） 
 ・改善度-0.21 
 （全項目平均0.04） 
 
【区民検討会】 
○板橋産ブランドのＰＲ 
○土地所有者への利用の働き掛け 

４ 

  経営困難な農地を区民農地へ転 
 換するなど、農地保全・活用に 
 向けた取組み 
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（a） 【図表17  特別区別の経営耕地面積（平成22年）】 

注）図中に数字が表示されていない団体について
は、 
  数値が秘匿されている。 
出所）東京都総務局統計部「2010年世界農林業セン 
   サス 東京都調査結果報告」より作成 
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【図表16  板橋区の経営耕地面積の推移】 

注）各年8月1日現在の数値。 
出所）板橋区資料より作成 

【図表15  耕地面積等の推移】 

注）耕地利用率＝作付(栽培)延べ面積/耕地面積 
出所）農林水産省「耕地及び作付面積統計」 
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(1)現基本計画の施策の主要成果 
（「板橋区基本計画の達成状況と課題」 P17～18参照） 

(2)社会環境の変化、国・都の動向等 (3)区民の意識意向等 (4)論点（「あるべき姿」と今後の「施策のあり方」） 

個別目標Ⅱ－３ 地域資源を生かした新たな産業を創造するまち  

■施策の方向＿地域の魅力を生かした観光の振興 

 □施策＿観光資源の開発と支援 
  ○観光ボランティア講座の実施による観光意識の醸成 
  ○観光ボランティアの充実による観光資源ＰＲの強化(図表19) 
  ○産業観光の見学可能企業の拡大による区の魅力発信 
 □施策＿観光交流の推進 
  ○都市交流事業の推進 
    【栃木県日光市（旧栗山村）】 
       「みどりと文化の交流協定」の締結（昭和58年６月） 
    【石川県金沢市】 
       「友好交流都市協定」の締結（平成20年７月） 
     【岩手県大船渡市】 
       「連携協力協定」の締結（平成24年６月） 
  ○区民まつりの実施(図表20) 
   ※観客数：30万人（平成25年度） 
  ○いたばし花火大会の実施(図表20) 
   ※観客数：54万人（平成25年度） 

○訪日外国人観光客数は、世界経済危機や東 
 日本大震災の影響を受けて減少したものの、 
 再び回復に向かっている。(図表21) 
 
○平成18年に観光立国推進基本法が制定され、 
 同法の規定に基づき、観光立国基本計画が 
 平成24年に閣議決定された。 
 
○平成25年９月に、東京が2020年オリンピッ 
 ク・パラリンピック競技大会開催都市に選 
 出された。 
 東京都の試算によると、経済波及効果（生 
 産誘発額）は、東京都内で約1.7兆円、全国 
 で約３兆円に達すると見込まれている。 
  (図表22) 

 

【区民意識意向調査】 
○名所・旧跡、イベント 
 ・相対満足度9.30% 
 （全項目平均15.75%） 
 ・改善度-0.17 
 （全項目平均0.04） 
 
【区民検討会】 
○観光資源の活用 
  ・都市観光の振興 
  ・伝統芸能の継承 
  ・文化・芸能のＰＲ 
○オリンピック・パラリンピックへの対応 
  ・オリンピック・パラリンピックでの来訪 
     者対応 
  ・パラリンピックに特化した障がい者 
     スポーツへの支援 

５ 

地域資源を活かした 
観光振興による魅力あるまち 

区のイメージアップ・ 
ブランド力アップ 

オリンピック・パラリンピックを 
見据えた来訪者受入体制の推進 

「もてなしの心」で 
観光者を迎えるまちの創造 

施
策
の
あ
り
方 

あ
る
べ
き
姿 

【図表21  訪日外客数の推移】 【図表22  2020年オリンピック・パラリンピック開催に伴う経済波及効果】 

政策分野別課題の検討②（産業・観光分野） 

（億円） （億円） 

出所）日本政府観光局「訪日外客調査」（各年）より作成 注）「その他」とは、大会関係者や観戦客の費支出、家計消費支出など 
出所）(特非)東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会・東京都スポーツ振興局報道発表資料 
  （平成24年６月７日）より作成 

・需要増加額       ・経済波及効果     

項目 東京都 
その他 
地域 

全国 項目 東京都 
その他 
地域 

全国 

施設整備費 3,557 0 3,557 生産誘発額 16,753 12,856 29,609 

大会運営費 2,951 153 3,104 
付加価値 
誘発額 

8,586 5,624 14,210 

その他（注）  3,161 2,417 5,578 
雇用者所得 
誘発額  

4,687 2,846 7,533 

総計 9,669 2,570 12,239         
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【図表20  板橋区内イベントの参加者数】 

出所）板橋区資料より作成 

【図表19  観光ボランティア登録者数・観光ガイド参加者数の推移】 

出所）板橋区資料より作成 


